
公立大学法人福井県立大学低入札価格調査制度実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、公立大学法人福井県立大学（以下「法人」という。）が発注する製造その他の請負

契約（建設工事および建設工事に係る委託契約を除く。）に係る入札について、低入札価格調査制度

の実施に関する必要な事項を定めるものとする。 

 

 （対象となる契約） 

第２条 一般競争入札または指名競争入札により発注するもののうち、施設等の維持管理業務委託契

約に係る入札（特定調達に限る。）を実施する場合、低入札価格調査制度を適用しなければならない

ものとする。ただし、必要と判断したときは、その他の請負契約においても低入札価格調査制度を適

用することができる。 

 

 （定義） 

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 （１）低入札価格調査 公立大学法人福井県立大学会計規程（平成１９年公立大学法人福井県立大学

第５１号。以下「会計規程」という。）第１９条第２項の規定により、予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により契約の内容

に適合した履行がされないおそれがあるかどうか、または会計規程第１９条第５項の規定により、

落札者となるべき者の申込みに係る価格によってはその者により契約の内容に適合した履行が

されないおそれがあるかどうかについて調査することをいう。 

 （２）調査基準価格 低入札価格調査を実施する場合の基準となる価格をいう。 

 （３）最低価格入札者 調査基準価格に満たない価格をもって申込みをした者のうち最低の価格をもっ

て入札をした者をいう。 

 

 （入札参加者への周知） 

第４条 調査基準価格を設定したときは、一般競争入札の公告および入札説明書もしくは指名競争入

札の公示 （指名通知）に、次の各号に掲げる内容を明記し、入札参加者に周知するものとする。 

（１）低入札価格調査制度を適用した入札であり、調査基準価格を設定していること。 

（２）調査基準価格を下回った入札者は、最低価格の入札者であっても落札者とならない場合がある 

こと。 

（３）調査基準価格を下回った入札者は、入札後に、当該入札価格の根拠となる資料を提出しなけれ

ばならないこと。また、事後の聴取り調査に協力しなければならないこと。 

（４）期限までに資料を提出しなかった場合や聴取り調査に応じなかった場合、または不十分な場に

は、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるものとして落札者としない場合があるこ

と。 



 （調査基準価格） 

第５条 対象契約の競争入札にあたり、予定価格のほか、調査基準価格を設けるものとする。 

２ 調査基準価格は、予定価格に１００分の７５を乗じて得た額から予定価格に１００分の９２を乗じて得た

額までの範囲内の額で設定した額とする。 

 

 （予定価格調書への記載） 

第６条 調査基準価格を設定したときは、予定価格調書に調査基準価格を併記しなければならない。 

 

 （落札者の保留） 

第７条 開札を行った場合において、調査基準価格に満たない価格で申込をした者があるときは、落札

の決定を保留しなければならない。 

 

 （低入札価格調査委員会の設置） 

第８条 前条の手続きを行ったときは、契約内容に適合した履行がなされないおそれがあるかどうかに

ついて調査を行うため、低入札価格調査委員会 （以下「調査委員会」という。）を設置するものとす

る。 

２ 調査委員会は、委員長、副委員長を含めて３人以上の委員により組織するものとする。 

３ 委員長は、事務局長をもって充てる。副委員長その他委員は委員長が指名する。 

 

 （調査の実施および提出書類） 

第９条 調査委員会は、前条の手続きを行ったときは、次の各号に掲げる内容について、低入札価格調

査を行わなければならない。 

（１）当該価格により入札した理由 

（２）入札価格の積算内訳 

（３）労務者の供給に関する事項 

（４）手持ち資材・設備の状況 

（５）履行中の同種業務の状況 

（６）過去に受注した同種業務の実績 

（７）経営状況・信用状況 

（８）その他必要な事項 

２ 調査委員会は、低入札価格調査を行おうとするときは、調査基準価格に満たない価格をもって申込

みをした全ての者に対し、次に掲げる書類の提出を求めるものとする。書類の提出期限は、開札日の

翌日から起算して３日以内 （休日を除く。）とし、書類の提出があった日から概ね１週間以内 （休日

を含む。）に調査を実施するものとする。 

 （１）低入札価格調査報告書 （様式第１号） 

 （２）積算内訳書 （様式第２号） 



 （３）内訳書に対する明細書 （様式第２号の２） 

 （４）手持ち委託業務の状況 （様式第３号） 

 （５）手持ち資材・設備の状況 （様式第４号） 

 （６）労務者の確保計画 （様式第５号） 

３ 調査委員会は、前号の規定により書類の提出があった後、必要があると判断したときは、最低価格

入札者に対し、提出された書類をもとに聴取り調査を行う。 

４ 低入札価格調査は、別表に定める「失格判定基準」に基づき行うものとし、当該基準のいずれかに該

当する場合は、失格とする。 

 

 （調査委員会の調査結果に基づく落札者の決定） 

第１０条 前条の規定による調査の結果、別表に定める「失格判定基準」のいずれにも該当せず、最低価

格入札者により契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認めるときは、最低価格入札

者を落札者と決定するものとする。 

２ 前条の規定による調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認められた最

低価格入札者が複数であるときは、くじにより落札者を決定するものとする。 

 

（再度の調査） 

第１１条 第９条の規定による調査の結果、別表に定める「失格判定基準」のいずれかに該当し、最低価

格入札者により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるときは、その旨を最低価

格入札者に通知するとともに、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低

の価格をもって入札した者について、低入札価格調査を行わなければならない。ただし、その者の入

札した価格が調査基準価格以上であるときは、低入札価格調査を行わず、落札者とするものとする。 

２ 前条第１項または前項ただし書きの規定により落札者が決定するまで、第９条および第１０条の規定

により低入札価格調査を行うものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和８年３月１日から施行し、令和８年度予算に係るものから適用する。 

 

 

 



別表 

失 格 判 定 基 準 

項  目 内  容 

 

１ 低入札価格調査 

に協力しないとき 

 

１ 根拠資料の提出、聴取り調査等に応じない場合 

 

２ 仕様等に適合し 

ない場合 

 

１ 発注者が示した仕様書等に記載した数量や契約履行

条件を満たしていない場合 

２ 材料・製品について、発注者が示した設計仕様に適合

した品質・規格を満たしていない場合 

 

３ 積算内訳書算出 

根拠が適正でない 

場合 

 

１ 算出根拠が明確でない場合 

２ 金額が一括計上されている場合 

 

４ 法令違反である 

と認められる場合 

 

１ 労務者の賃金が最低賃金を下回っている場合 

２ 関係法令に違反している場合 

 

５ 上記のほか、適正 

な業務の履行がなさ 

れないと認められる 

場合 

 

１ 入札日から過去１年以内において、賃金不払い等で送

検（労働基準監督署から検察庁への書類送検）を受け

ている場合（ただし、不起訴となった場合は除く。） 

２ その他 

 

 

 



別紙１ 

提 出 書 類 一 覧 

様 式 番 号 名 称 

様式第１号 低入札価格調査報告書 

様式第２号 積算内訳書 

様式第２号の２ 内訳書に対する明細書 

様式第３号 手持ち委託業務の状況 

様式第４号 手持ち資材・設備の状況 

様式第５号 労務者の確保計画 

※注意事項 

１ 本紙に示す書類のうち、該当のないものは提出する必要はありません。 

(手持資材がない等) 

２ 本紙に示す書類を提出するに際し、その内容を立証するため、自らが必要と

認める書類を併せて提出することは差し支えありません。 



様式第１号

理事長　様

　

【記載要領】

低入札価格調査報告書

（１）当該価格により入札し
た理由

【詳細】

様式第２号

① 手持ち委託業
務の状況

【詳細】

様式第３号

② 手持ち資材・
設備の状況

【詳細】

様式第４号
【詳細】

様式第５号

　当社（者）が令和　　年　　月　　日に入札した　（業務名）　に関して、以下のとおり報告します。
　なお、当該報告書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

公立大学法人福井県立大学

住　　　所
商号または名称
代表者氏名

１　「（４）過去２年間に受注した同種の本学、国または地方公共団体が発注した業務名」に記載した業務に係
　　る契約書の写しを添付書類として提出すること。

　担当者氏名

　　発　　注　　者

　　規模（請負金額）

（５） 貴社の経営状況（直
近の収支決算書の写しを添
付）

（３） 労務者等の具体的供
給の見通しおよびその単価
（市場価格より低価格の場合
はその理由）

様式第２号の２

（２）当該価格で本業務が履
行可能であるという理由

（４） 過去２年間に受注し
た同種の本学、国または地方
公共団体が発注した業務名

　連絡先

（６）入札日の過去１年間に
賃金不払い等により労働基準
監督署から検察庁への書類送
検を受けた案件の有無（不起
訴になった場合を除く。）



様式第２号

業務名

単位 数量 金額（円） 摘要

【記載要領】

１ 仕様書に対応した内訳書とする。

２ 見積り等積算根拠がわかる明細書を添付すること。

３ 合計額が入札価格と同一になるよう記載すること。

計

区分・種別

積算内訳書



様式第２号の２

区分・種別 規格 単位 数量 単価（円） 金額（円） 備考

【記載要領】
１
２

内訳書に対する明細書

積算内訳書の明細を記載する。
本様式により難い場合は、適宜変更しても差し支えない。



様式第３号

業　務　名 発注者 履行期間 金　額（円） 備　考

【経費削減可能額およびその計数的根拠】

【経費削減可能額およびその計数的根拠】

【経費削減可能額およびその計数的根拠】

【経費削減可能額およびその計数的根拠】

【経費削減可能額およびその計数的根拠】

【記載要領】
１
２

手持ち委託業務の状況

「経費削減可能額およびその計数的根拠」の欄においては、当該手持ち業務が契約対象業務のど
の経費をいくら縮減できるかを根拠を含めて計数的に明らかにする。契約対象業務の委託費の縮
減に寄与しない場合は、「縮減対象外」と記載する。

 本様式には、契約対象業務に関係する手持ち委託業務について記載する。



様式第４号

種別
品名

機械名称
規格・型式・
能力・年式

単位 数量 メーカー名
使用予定

（量・日数）
単価(原価) 調達先・時期

【記載要領】
１  契約対象業務で使用する予定の手持ち資材および設備の状況を記入する。
２

・資材の例：使い切りの材料等については調達時の価格を、繰り返しの使用を予定する備品等に
　ついては摩耗や償却を適切に見込んだ価格を記載
・設備の例：年間の維持管理費用（減価償却費を含む。）を契約対象業務の専属的使用予定日数で
　按分した金額に運転経費を加えた額を記載

手持ち資材・設備の状況

「単価（原価）」の欄は、手持ち資材および設備の使用に伴う原価を記載する。
　



様式第５号

職　　種
労務単価

(円)
員　　　数

(人)
備　　考

合計

【記載要領】

１

２
３
４

労務者の確保計画

「員数」の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載する。

契約対象業務で配置を予定している全ての労務者の確保計画を職種別に記載する。

履行体制および配置予定技術者等名簿を併せて提出すること。（様式は任意）

「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。



様式第６号  

第   号 

令和  年 月 日 

 

調査対象者 様 

 

                              公立大学法人福井県立大学理事長 

                                    

 

低入札価格調査について 

下記の業務について、調査を実施しますので、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

 

業 務 名： 

 

 

１ 資料の提出について 

 

別紙１「提出書類一覧」を参考に、公立大学法人福井県立大学低入札価格調査制度実施要領

第９条第２項各号に基づく書類を提出してください。 

 

２ 提出期限： 

令和○年○月○日（○）○○時（必着） 

 

３ 提出先、お問い合わせ先 

 

〒 ○○市○○町○○ 

公立大学福井県立大学  ○○○○ 

TEL：    FAX： 

 

注意点：提出いただいた書類をもとに、必要に応じて、聴取り調査を実施します。（別途通知） 

書類の提出および聴取り調査にあたっては、要領等を熟読の上、提出してください。 

 



様式第７号  

第   号 

令和  年 月 日 

 

調査対象者 様 

 

公立大学法人福井県立大学理事長  

 

 

低入札価格調査に係る聴取り調査の実施について 

下記の業務について、聴取り調査を実施しますので、ご出席をお願いいたします。 

 

記 

 

 

業 務 名： 

 

 

１ 日 時 

令和○年○月○日（○）○○時○○～ 

 

２ 場 所 

公立大学福井県立大学 ○○キャンパス ○階○○会議室 

 

３ お問い合わせ先 

 

〒 ○○市○○町○○ 

公立大学福井県立大学  ○○○○ 

TEL：    FAX： 

 

 



様式第８号 

 
低入札価格調査結果報告書 

  

業  務 名              

入札執行日  令和  年  月  日        

調査を実施した業者名、住所  

 

項 目 内 容 

１ 当該価格により入札した理由  

２ 積算内訳書  

３ 手持ち業務の状況  

４ 手持ち資材・設備の状況  

５ 労務者の確保計画  

６ 過去に受注した官公庁発注

業務 

 

７ 経営状況・信用状況  

８ その他必要事項  

９  失格判定基準該当の有無 

（該当する場合はその理由を

記載） 

 



様式第９号 

 第   号 

令和  年 月 日 

 

 

落札者 様 

 

公立大学法人福井県立大学理事長  

 

 

低入札価格調査の結果について（通知） 

 

令和  年  月  日に開札した下記の業務について、低入札価格調査を実施した結果、

契約の内容に適合した履行がされると認められますので、貴社の落札を決定します。 

 

記 

 

 

業務名 



様式第１０号 

 第   号 

令和  年 月 日 

 

 

調査対象者 様 

 

公立大学法人福井県立大学理事長  

 

 

低入札価格調査の結果について（通知） 

 

令和  年  月  日に開札した下記の業務について、低入札価格調査を実施した結

果、下記の理由により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められ

ますので、貴社の入札は失格とします。 

 

記 

 

 

１ 業務名 

 

 

２ 契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた理由 

 


